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研究成果の概要（和文）：本研究では、日本の中小企業の情報通信技術（ICT）利活用を評価するためのシステ
ムを開発し、中小企業のICT利活用の現状と課題について分析を行った。ICT利活用の組織的成熟度は中レベルを
少し下回る結果となった。ICT適用範囲やICT効果では、全般管理や製造といった業務活動において比較的高い得
点が得られた。企業規模が大きいグループほど、ICT活用の組織的成熟度が高く、また、全般管理、購買物流、
製造といった業務活動におけるICTの適用範囲や効果の得点が高い傾向が示された。顧客価値とICT活用の関係で
は、顧客対応や製品創造とICT活用の組織的成熟度との間に有意な正の相関関係がみられた。

研究成果の概要（英文）：This study develops an assessment system for Information and Communication 
Technology (ICT) utilization in Japanese Small and Medium-sized Enterprises (SMEs) and analyzes 
current status of ICT utilization in SMEs by using the system. This study assesses ICT utilization 
in terms of three aspects: organizational ICT utilization maturity, ICT scope, and ICT effect. A 
mail questionnaire survey is conducted to collect data. Survey period is from late June 2017 to late
 July 2017. The score of the organizational ICT utilization maturity is 3.98. Infrastructure 
activity has the highest score of ICT scope (2.81), followed by operations (2.63) and outbound 
logistics (2.61). Infrastructure activity also has the highest score of ICT effect (1.98), followed 
by human resource management (1.90) and outbound logistics (1.84). This study also examines the 
relationship between customer value and organizational ICT utilization maturity.

研究分野：経営情報論

キーワード： ICT利活用評価　中小企業　アンケート調査　実証分析　製造業　東北地方

  ２版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究では、一定の妥当性を有する中小企業のICT利活用の評価システムを開発した。中小企業は評価システム
に基づいて自社のICT利活用の現状と課題を明らかにでき、ICT利活用の水準向上のための指針を得ることができ
る。本研究では中小企業のICT利活用を組織的成熟度、適用範囲、効果という3つの側面から評価しており、より
包括的に中小企業のICT利活用を把握することができる。本研究によって中小企業のICT活用の水準を測定するこ
とが可能となり、企業の経営戦略遂行とICT活用との関係を検証することが可能となる。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
 地方社会の経済活性化のためには、中小企業が主体的に経営を高度化し企業を発展させる能
力を積極的に高めていかなければならない。企業の経営高度化を実現するための有効な手段の
1つとして情報通信技術（ICT：Information and Communication Technology）の利活用が挙
げられる。企業の ICT利活用を支援する研究として、たとえば経済産業省による情報技術（IT）
経営の水準向上のためのロードマップの作成がある。このロードマップにおいて IT 経営は、
経営・業務・IT の融合による企業価値の最大化と定義されている。事業と ICT の整合や融合
を実現することは、企業の ICT 利活用の水準を決定する重要要因である。事業と ICT の整合
研究は 1980 年代後半から開始され、整合モデルの構築、整合プロセスの分析、整合のための
重要要因の特定、整合評価システムの開発、整合と経営効果の関係分析など、現在までさまざ
まな視角から研究が行われている。本研究では、経済産業省が示す IT 経営ロードマップや事
業と ICT の整合評価システムの開発に関する研究に依拠して、主に中小企業の経営者や ICT
担当者が、自社の現在の ICT利活用の水準を把握し、解決すべき改善点を特定することを支援
する ICT 利活用の評価システムを開発する。多くの中小企業が ICT の重要性を認識し、その
利活用を試みている。これを効率的かつ効果的に実施するためには、自社の ICT利活用の現状
の水準を客観的に把握し、改善点を特定できるような評価システムを用いることが必要不可欠
となる。地方の中小企業を対象とした実証研究によって評価システムを構築し、その評価シス
テムに基づいて地方中小企業の ICT 利活用の水準向上のための重要要因や課題を明らかにす
る研究は十分行われていない。本研究が示す評価システムを用いることによって、中小企業の
経営者や ICT担当者は自社の ICT利活用の現状と改善点を把握し、効果的に ICT利活用の取
り組みを推進することができる。 
 
２．研究の目的 
 本研究では、中小企業の ICT利活用を評価するための評価指標を特定し、中小企業に適した
ICT利活用の評価システムを開発する。開発した評価システムを用いて中小企業の ICT利活用
について実証分析を行い、その妥当性を検証する。さらに、評価システムに基づいて中小企業
が ICT利活用の水準を向上させるための重要課題を明らかにする。図 1は、本研究の枠組みを
示したものである。本研究では、企業の ICT
利活用を、ICT 利活用の組織的成熟度、ICT
範囲、ICTの効果という 3つの観点から評価
する。Luftman（2000 年）は、コミュニケ
ーション、能力／価値測定、ガバナンス、パ
ートナーシップ、スコープとアーキテクチャ、
スキルという 6つの評価指標を用いて事業と
ICTの整合成熟度を評価するシステムを開発
した。経済産業省（2011年）でも、日本企業
の IT 経営力を 7 つの指標で評価を行うシス
テムを開発している。角埜・椿（2006 年）
は、企業の IT経営力をトップの意識と行動、
経営と ITの連携、IT構築力、IT投資・装備、
将来への備え、IT経営効果という 6つの指標
を用いて評価した。本研究では事業と ICTの整合成熟度や IT経営力を ICT利活用の組織的成
熟度と捉えて評価を行う。経済産業省（2011年）は ITが活用される範囲の観点から、ITが活
用されていないか、単一部門内で導入されているステージ 1から顧客や仕入先といった他の組
織とコンピュータネットワークでつながれて ITが活用されているステージ 4の 4段階で企業
の IT経営力を評価した。本研究でも、ICT活用の範囲の観点から ICT利活用の水準を評価す
る。Gibson and Jackson（1987年）は、ICT活用による経営効果として、効率性向上、有効
性向上、変革の 3つを挙げた。Davidson（1993年）は、ICT活用による事業変革のプロセス
として、自動化、強化、再定義の 3つの段階を示している。本研究においても、ICT活用によ
って企業が実現する経営効果の観点から ICT利活用の水準を評価する。 
 
３．研究の方法 
 青森県、岩手県、秋田県、宮城県、山形県、福島県の東北 6県に本社をおく製造業を対象に、
従業員数が 20人以上 300人以下、売上高が各県上位 200社という基準で TSR（東京商工リサ
ーチ）企業情報ファイルを用いて 1200社の企業を抽出し、2017年 6月下旬から 7月下旬の期
間で郵送によるアンケート調査を実施した。233 社から有効回答が得られた。サンプル企業の
県別分布では、青森県の企業から 36社、岩手県から 37社、秋田県から 40社、宮城県から 41
社、山形県から 37社、福島県から 42社の回答を得た。従業員規模では 50人以上 100人未満、
年間売上高規模では 5億円以上 50億円未満に分類される企業数が最も多い。 
 本研究では ICT利活用の組織的成熟度を測定するために、先行研究に基づいてトップリーダ
ーシップ、コミュニケーション、ICT基盤、外部委託、ICTリスク管理の 5つの評価指標から
成る評価システムを構築した。それぞれの評価指標に 5つの測定項目を配置し、測定項目を「全
く当てはまらない」から「非常に当てはまる」の 7段階で点数化する。得られた点数に基づい



て、5 因子の検証的因子分析を行い各指標の構成概念スコアを算出するとともに、それらを平
均することによって ICT利活用の組織的成熟度を算出および評価するシステムである。ICTの
適用範囲と効果では、Porter（1985年）の価値連鎖の枠組みに基づいて、全般管理、人事・労
務管理、技術開発、調達、購買物流、製造、出荷物流、マーケティング・販売、サービスとい
う 9つの業務における ICTの適用範囲と効果の評価システムを構築した。適用範囲ではそれぞ
れの業務で利用するデータについて「1：ICT 未導入」、「2：部門内で管理」、「3：複数部門間
で共有管理」、「4：企業全体で共有管理」、「5：複数企業間で共有管理」という 5段階尺度で評
価を行う。効果では、それぞれの業務における ICTの貢献について「1：ICT未導入・効果な
し」、「2：効率性向上」、「3：業務の質向上」、「4：新しい業務方法の実現」の 4 段階尺度で評
価を行う。 
 
４．研究成果 
 ICT活用の組織的成熟度について、構成概念の妥当性を検証するために 5つの構成概念間の
共分散を仮定した 5因子の検証的因子分析を SPSS社の統計解析ソフトウェア Amos version 
24を用いて行った。分析の結果、各構成概念に配置した測定項目の因子負荷量はすべて正の十
分な値を示し、また、構成概念間の相関係数もすべて正の値を示した。よって、中小企業の ICT
活用の組織的成熟度を本研究の 5 つの評価指標を用いて評価することは妥当であるといえる。
トップリーダーシップでは、「ICT戦略・計画策定や社内の ICT導入に対して経営層の関与が
ある」という測定項目の因子負荷量が大きく、「経営層による従業員への ICT 戦略の周知があ
る」についての因子負荷量は比較的小さい値を示した。コミュニケーションでは、「事業部門が
ICT戦略を理解している」や「事業部門と ICT担当者との間に信頼関係がある」といった項目
で因子負荷量が大きく、「経営戦略策定に対して ICT担当者の関与がある」や「ICTに関する
事業部門のニーズを調査している」の項目の因子負荷量が比較的小さい。ICT 基盤では、「社
内の ICT 活用に関するマニュアルを整備している」の因子負荷量が大きく、「連携先企業や顧
客を考慮に入れて ICT を導入している」は比較的低い値を示した。外部委託については、「社
内で基準を設けて ICT外部委託先を選定する」の因子負荷量が大きく、「自社と ICT外部委託
先との契約内容を事業部門が理解している」の項目では因子負荷量の値が比較的小さい。ICT
リスク管理では、「不正や誤りを ICTシステム上で発見できる」の項目で因子負荷量が大きく、
「職務権限に応じた ICTへのアクセス制限がある」の項目では比較的小さい因子負荷量の値を
示した。本研究では、統計解析ソフトウェアの Amos 24 を用いて 5 因子の検証的因子分析を
行い、そこで得られた因子得点ウェイトを用いて各構成概念のスコアを算出した。さらに、そ
れら構成概念スコアの平均値を算出することによって ICT 活用の組織的成熟度を得点化した。
表 1は、分析によって得られた組織的成熟度と各評価指標の得点を示したものである。ICT活
用の組織的成熟度は 7段階尺度の中間をやや下回る結果となった。5つの評価指標では、経営
者のリーダーシップが最も高く、次いでコミ
ュニケーションが高い値を示した。他方、ICT
の外部委託や ICT 基盤は比較的低い値を示
した。経営者のリーダーシップやコミュニケ
ーションが重視されているものの、それらの
目的と外部委託や ICT 基盤に関する取り組
みとの関連はあまり高くないことを示唆し
ている。また、ICT活用の組織的成熟度を高
めるためには、外部委託や ICT基盤に関する
取り組みを強化することが重要となること
を示唆している。 
 ICTの適用範囲については、有効回答 202社のデータを用いて分析を行った。表 2は、9つ
の業務における ICTの適用範囲の得点を示したものである。全般管理、製造、出荷物流といっ
た業務活動においてデータを複数部門間で
共有管理する企業の割合が比較的大きいこ
とを示している。データを企業全体や複数の
企業間で共有管理することはあまり一般的
でないことが明らかとなった。全般管理の業
務活動には、財務、経理、品質管理等の業務
が含まれており、財務、経理、品質管理、製
造、出荷物流といった業務を関連する複数の
部門とのデータ共有が進められている水準
にある。他方、マーケティング・販売、サー
ビス、技術開発といった業務では、ICTが導
入されていないか、個人レベル・部門内でデ
ータを管理する企業の割合が大きく、企業全
体や複数の企業間でデータを共有することはほとんどないことを示している。東北地方の中小
規模の製造業における ICT 適応範囲の観点からの ICT の活用は、製造業務に関連するデータ
を部門内あるいは複数の部門内で管理する水準にあるといえる。 



 ICTの効果については、有効回答 251社のデータを用いて分析を行った。表 3は、9つの業
務活動における ICT活用の効果の得点を示している。全般管理、人事管理、出荷物流、製造と
いった業務における ICT 活用効果の得点が高
く、技術開発、マーケティング・販売、サービ
スといった業務における ICT 効果の得点は低
くなっている。ICTを活用して業務の質を向上
させるということや新しい業務方法を実現する
といった効果を得ている企業はほとんどないと
いえる。東北地方の中小規模の製造企業では、
全般管理、人事管理、出荷物流、製造といった
業務の効率性向上という効果を獲得している企
業が多いことを示唆している。 
 本研究ではさらに、企業規模による ICT利活
用の違いについて分析を行った。従業員数が
100 人以上 1000 人未満の企業グループを規模
大（N = 87）、50人以上 100人未満の企業グループを規模中（N = 78）、20人以上 50人未満
を規模小（N = 65）に分類し、企業規模別の成熟度の比較を行った。構成概念スコアを用いて
分散共分散行列による主成分分析を行い、主成分得点を用いて ICT活用の組織的成熟度を算出
した。図 2は、企業規模別の ICT活用の組織的成熟度を示したものである。企業規模小のグル
ープの組織的成熟度が最も低く、負の値を示している。ICT活用の組織的成熟度が最も高かっ
たのは規模大のグループであった。 

 
表 4は、企業規模大と規模小のグループの各評価指標の得点を比較したものである。経営者
のリーダーシップとコミュニケーションの指標では、グループ間で得点に大きな違いはみられ
なかった。他方、ICT基盤、外部委託、ICTリスク管理の指標では、グループ間の得点の差が
比較的大きい傾向がみられた。経営者のリーダーシップやコミュニケーションに関する取り組
みは企業規模に関係なく必要とされ、企業規模が大きくなるにつれて、ICT 基盤の構築、ICT
外部委託、ICTリスク管理に関する取り組みが重要になってくることを示唆している。 
 表 5は、企業規模別の ICT適用範囲の得点を示したものである。全体で得点が高かった全般
管理や製造といった業務では、企業規模が大きいグループのほうが ICT適用範囲の得点が高く
なっている。全般管理、製造、購買物流の業務では、企業規模が大きいグループにおいて、複
数部門間でデータを共有管理する企業が多い傾向がみられる。 

 
表 6は、企業規模別の ICT効果の得点を示したものである。企業規模大のグループにおいて、

ICTを活用して全般管理、人事管理、購買物流、製造といった業務の効率性を向上させている
企業の割合が比較的多い傾向がみられる。 



 本研究ではさらに、企業が提供する顧客価値と ICT利活用との関係についても分析を行った。
顧客価値では Treacy and Wiersema（1995年）の価値基準の枠組みに基づいて、「低価格」、「製
品提供スピード」、「使い勝手」、「信頼性」、「革新的製品の開発」、「新しい機能の付加」、「製品
のアベイラビリティ」、「環境性」、「顧客対応のスピード」、「アフターサービス」、「顧客に最適
な製品の提供」、「トレーサビリティ」という 12の測定項目を配置し、「１：全く力を入れてい
ない」から「７：非常に力を入れている」の 7段階尺度で測定を行った。顧客価値と ICT活用
の組織的成熟度との関係では、顧客価値について得られたデータを用いて探索的因子分析を行
い、得られた因子構造の情報に基づいて平均により下位尺度得点を算出し、主成分得点を用い
て算出した ICT 活用の組織的成熟度との間のピアソンの積率相関係数を求めることによって
相関関係を分析した。分析の結果、企業が提供する顧客価値として、「製品満足度」、「顧客対応」、
「製品創造」という 3つの価値が抽出された。 
図 3は、3つの顧客価値と成熟度との間
の相関関係を示したものである。3 つの価
値と ICT 活用の組織的成熟度との間に有
意な正の相関関係がみられた。顧客対応と
の相関関係が他の価値と比較して相関関
係が大きいことが示された。 
顧客価値と ICT 適用範囲および ICT 効
果との関係では、顧客価値について得られ
たデータを用いて探索的因子分析を行い、
得られた因子構造の情報に基づいて平均
により下位尺度得点を算出し、ICT適用範
囲との間のピアソンの積率相関係数を求
めることによって相関関係を分析した。分
析の結果、顧客価値として、「顧客対応」と「製品創造」という 2つの価値が抽出された。表 7
は、顧客価値と ICT 適用範囲との相関関係を示したものである。「顧客対応」という価値の重
視度と調達、購買物流、マーケティング・販売、サービスといった業務活動における ICTの適
用範囲との間に、有意な正の相関関係がみられた。また、「製品創造」の重視度とマーケティン
グ・販売、サービスの業務活動における ICT適用範囲との間に、有意な正の相関関係がみられ
た。表 8は、顧客価値と ICT効果との相関関係を示したものである。「顧客対応」の重視度と
購買物流、出荷物流、サービスといった業務活動における ICT効果との間に、有意な正の相関
関係がみられた。また、「製品創造」の重視度とマーケティング・販売の業務活動における ICT
効果との間に、有意な正の相関関係がみられた。 
 

 
 本研究では、日本の中小企業の ICT利活用を評価するための評価システムを開発し、その妥
当性を検証した。また、中小企業の ICT利活用の現状と課題について分析を行った。東北地方
の中小規模の製造企業を対象としたアンケート調査によって得られたデータを分析した結果、
ICT利活用の組織的成熟度は 7段階尺度の中レベルを少し下回る結果となり、またリーダーシ
ップなどの各指標の得点についても他の先行研究と同様の傾向を示した。また ICT適用範囲に
ついては、全般管理、製造、出荷物流といった業務活動においてデータを複数部門間で共有管
理する企業の割合が比較的大きく、ICT 利活用の効果では、全般管理、人事管理、出荷物流、
製造といった業務の効率性が向上したとする企業の割合が比較的大きくなっている。製造業に
おける中小企業では、全般管理、製造、出荷物流といった業務におけるデータを複数部門間で
共有管理することによって効率性を高めている現状が明らかとなり、この結果も他の企業グル
ープを対象とした ICT利活用評価の先行研究の結果と同様の傾向を示している。以上から、本
研究で示した評価システムを活用して組織的成熟度、ICT適用範囲、ICT業務効果といった観
点から中小企業の ICT 利活用を評価することは妥当性を有しているといえる。企業規模別に
ICT利活用の水準を分析した結果、企業規模が大きいグループのほうが ICT活用の組織的成熟
度や全般管理、購買物流、製造といった業務活動における ICTの適用範囲や効果の得点が高い
ことが示された。企業規模が大きくなるにつれて ICT活用についての組織的な取り組みや複数



部門間でのデータ共有と効率性の向上が重要になってくることが示唆されている。顧客価値と
ICT活用の関係を分析した結果、企業の顧客対応力向上と ICT活用の組織的な取り組み、調達、
物流、サービスといった業務における ICT適用範囲や効果との間に関連があることが示された。
顧客対応力を高めるために ICT が活用されており、よって ICT 活用の組織的な取り組みや部
門を越えたデータ共有、ICT効果の実現が重要になっていることを示唆している。今後は、ICT
利活用の総合指標としての組織的成熟度の算出方法についてより精緻に検討を行うことや、
ICT活用に影響を及ぼす企業規模以外の要因の特定、ICT活用の水準が高い企業における内外
の環境の特徴などを明らかにすることが研究課題として残されている。 
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